
   防府市介護予防・日常生活支援総合事業の第一号通所事業生 

活維持型に係る人員、設備及び運営に関する基準を定める要綱 

平成２９年２月１７日制定 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」

という。）第１１５条の４５第１項第１号ロに規定する第１号事業

に係る通所型サービスのうち、緩和した基準によるサービス（以下

「生活維持型サービス」という。）の事業の人員、設備及び運営に関

する基準を定めるものとする。 

(事業の一般原則） 

第２条 生活維持型サービスを行う事業者（以下「事業者」という。）

は、生活維持型サービスの利用者（以下「利用者」という。）の意思

及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に

努めなければならない。 

２ 事業者は、事業を運営するに当たっては、地域との結び付きを重

視し、市その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者

との連携に努めなければならない。 

（事業の基本方針） 

第３条 生活維持型サービスの事業は、利用者の住み慣れた地域にお

ける自分らしい生活の維持を目的に、自立支援に資する通所型サー

ビスを提供することにより、利用者の心身機能の回復を図り、もっ

て利用者の生活機能の向上を目指すものでなければならない。 

  （生活維持型サービスの従業者の員数） 

第４条 事業者が、当該事業所ごとに置くべき従業者の員数は、生活

維持型サービスの単位ごとに、専ら当該サービスの提供に当たる従

事者が１以上、利用者の数が１５人を超える場合にあっては当該専

ら当該サービスに当たる従事者に加えて、当該利用者の数に応じて

必要と認められる数とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、従事者は、利用者の処遇に支障がない



場合は、他の生活維持型サービスの単位の従事者として従事するこ

とができるものとする。 

３ 前２項の生活維持型サービスの単位は、指定介護事業者であって、

その提供が同時に一又は複数の利用者に対して一体的に行われるも

のをいう。 

４ 事業者が、指定通所介護事業者又は指定介護予防通所介護事業者

の指定を併せて受け、かつ、生活維持型サービスの事業と指定通所

介護の事業又は指定介護予防通所介護の事業とが同一の事業所にお

いて一体的に運営されている場合については、指定居宅サービス等

の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生労働省

令第３７号。以下「指定居宅サービス等基準」という。）又は介護保

険法施行規則等の一部を改正する省令（平成２７年厚生労働省令第

４号）附則第２条第３号若しくは第４条第３号の規定によりなお効

力を有するものとされた指定介護予防サービス等の事業の人員、設

備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５

号。以下「指定介護予防サービス等基準」という。）に規定する人員

に関する基準を満たすことをもって、前３項に規定する基準を満た

しているものとする。 

（管理者） 

第５条 事業者は、専らその職務に従事する管理者を置かなければな

らない。ただし、当該事業所の管理上支障がない場合は、当該管理

者を当該事業所の他の職務に従事させ、又は同一敷地内にある他の

事業所、施設等の職務に従事させることができるものとする。 

  （設備） 

第６条 生活維持型サービスの事業所には、サービスを提供するため

に必要な広さを有する区画を設けるほか、サービスの提供に必要な

設備及びに消火設備その他の非常災害に際して必要な設備及び備品

等を備えなければならない。 

２ 事業者が、指定通所介護事業者又は指定介護予防通所介護事業者



の指定を併せて受け、かつ、生活維持型サービスの事業と指定通所

介護の事業又は指定介護予防通所介護の事業とが同一の事業所にお

いて一体的に運営されている場合については、指定居宅サービス等

基準又は指定介護予防サービス等基準に規定する設備に関する基準

を満たすことをもって、前項に規定する基準を満たしているものと

する。 

(受給資格等の確認) 

第７条 事業者は、生活維持型サービスの提供を求められた場合は、

その者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要支援認定

又は総合事業対象者確認の有無及び有効期間を確かめるものとする。 

(心身の状況等の把握) 

第８条 事業者は、生活維持型サービスの提供に当たっては、利用者

に係る地域包括支援センター等が開催するサービス担当者会議(指

定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１

８年厚生労働省令第３７号第３０条第９号に規定するサービス担当

者会議をいう。)等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれてい

る環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把

握に努めなければならない。 

(地域包括支援センター等との連携) 

第９条 事業者は、生活維持型サービスを提供するに当たっては、地

域包括支援センターその他保健医療サービス又は福祉サービスを提

供する者との密接な連携に努めなければならない。 

２ 事業者は、生活維持型サービスの提供の終了に際しては、利用者

又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、当該利用者に係

る地域包括支援センター等に対する情報の提供及び保健医療サービ

ス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければな

らない。 

(介護予防ケアプランに沿ったサービスの提供) 

第１０条 事業者は、介護予防ケアプラン等が作成されている場合は、



当該計画に沿った生活維持型サービスを提供しなければならない。 

(介護予防ケアプラン等の変更の援助) 

第１１条 事業者は、利用者が介護予防ケアプランの変更を希望する

場合は、当該利用者に係る地域包括支援センター等への連絡その他

の必要な援助を行わなければならない。 

(サービスの提供の記録) 

第１２条 事業者は、生活維持型サービスを提供した際には、当該サ

ービスの提供日及び内容、当該サービスについて法第１１５条の４

５の３第３項の規定により利用者に代わって支払を受ける第１号事

業支給費の額その他必要な事項を、利用者の介護予防ケアプランを

記載した書面又はこれに準ずる書面に記載しなければならない。 

２ 事業者は、生活維持型サービスを提供した際には、提供した具体

的なサービスの内容等を記録するとともに、利用者からの申出があ

った場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情報を利

用者に対して提供しなければならない。 

(利用料等の受領) 

第１３条 事業者は、生活維持型サービスを提供した際には、その利

用者から、当該サービスに係る第１号事業支給費の額から当該事業

者に支払われる費用の額を控除して得た額の支払を受けるものとす

る。 

２ 事業者は、前項の支払を受ける額のほか、次の各号に掲げる費用

の額の支払を利用者から受け取ることができる。 

 (１) 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住

する利用者に対して行う送迎に要する費用 

 (２) 食事の提供に要する費用 

 (３) おむつ代 

 (４) 前３号に掲げるもののほか、生活維持型サービスの提供にお

いて提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となる

ものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と

認められる費用 



３ 事業者は、前項各号の費用の額に係るサービスの提供に当たって

は、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容

及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならない。 

(証明書の交付) 

第１４条 事業者は、法定代理受領サービスに該当しない生活維持型

サービスに係る利用料の支払を受けた場合は、提供した生活維持型

サービスの内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載した

サービス提供証明書を利用者に対して交付しなければならない。 

(個別サービス計画の作成) 

第１５条 生活維持型サービスを提供する事業所の管理者は、必要に

応じて、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、通所型

サービスの目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内

容等を記載した通所型サービス個別サービス計画を作成するものと

する。 

(利用者に関する市への通知) 

第１６条 事業者は、生活維持型サービスを受けている利用者が次の

各号のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨

を市に通知しなければならない。 

(１) 正当な理由なしに生活維持型サービスの利用に関する指示に

従わないことにより、支援の状態の程度を増進させたと認められ

るとき。 

(２) 偽りその他不正な行為によって第１号事業費支給を受け、又

は受けようとしたとき。 

(緊急時等の対応) 

第１７条 従業者は、現に生活維持型サービスの提供を行っていると

きに利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やか

に主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならな

い。 

(定員の遵守) 

第１８条 事業者は、利用定員を超えて生活維持型サービスの提供を



行ってはならない。ただし、災害その他やむを得ない事情があると

市長が認める場合は、この限りでない。 

(非常災害対策) 

第１９条 事業者は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害

時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従

業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を

行わなければならない。 

(衛生管理等) 

第２０条 事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は

飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な

措置を講じなければならない。 

２ 事業者は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないよ

うに必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

(秘密保持等) 

第２１条 事業所の従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得

た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 事業者は、当該事業所の従業者であった者が、正当な理由がなく、

その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがない

よう、必要な措置を講じなければならない。 

３ 事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を

用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場

合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておかなければな

らない。 

(地域包括支援センター等に対する利益供与の禁止) 

第２２条 事業者は、地域包括支援センター等又はその従業者に対し、

利用者に特定の事業者によるサービスを利用させることの対償とし

て、金品その他の財産上の利益を供与してはならない。 

(苦情処理) 

第２３条 事業者は、提供した生活維持型サービスに係る利用者及び

その家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け



付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならな

い。 

２ 事業者は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等

を記録しなければならない。 

３ 事業者は、提供した生活維持型サービスに関し、法第１１５条の

４５の７の規定により市長が行う文書その他の物件の提出若しくは

提示の求め又は市の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用

者からの苦情に関して市が行う調査に協力するとともに、市から指

導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必

要な改善を行わなければならない。 

４ 事業者は、市からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を

市に報告しなければならない。 

５ 事業者は、提供した生活維持型サービスに係る利用者からの苦情

に関して国民健康保険団体連合会(国民健康保険法(昭和３３年法律

第１９２号)第４５条第５項に規定する国民健康保険団体連合会を

いう。以下同じ)が行う法第１７６条第１項第３号の規定による調査

に協力するとともに、国民健康保険団体連合会から同号の規定によ

る指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な

改善を行わなければならない。 

６ 事業者は、国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、

前項の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなければなら

ない。 

(地域との連携) 

第２４条 事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した生活維

持型サービスに関する利用者からの苦情に関して市等が派遣する者

が相談及び援助を行う事業その他の市が実施する事業に協力するよ

う努めなければならない。 

(事故発生時の対応) 

第２５条 事業者は、利用者に対する生活維持型サービスの提供によ

り事故が発生した場合は、市、当該利用者の家族又は当該利用者に



係る地域包括支援センター等に連絡を行うとともに、必要な措置を

講じなければならない。 

２ 事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置につい

て記録しなければならない。 

３ 事業者は、利用者に対する生活維持型サービスの提供により賠償

すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければな

らない。 

(記録の整備) 

第２６条 事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を

整備しておかなければならない。 

２ 事業者は、利用者に対する生活維持型サービスの提供に関する次

の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から第１号及び第３号

から第５号までにあっては２年間、第２号にあっては５年間保存し

なければならない。 

(１) 通所型サービス個別サービス計画 

(２) 第１２条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内容

等の記録 

(３) 第１６条に規定する市への通知に係る記録 

(４) 第２３条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

(５) 第２５条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採っ

た処置についての記録 

（事業の廃止又は休止の届出及び便宜の提供） 

第２７条 事業者は、当該生活維持型サービスの事業を廃止し、又は

休止しようとするときは、その廃止又は休止の日の１月前までに、

次に掲げる事項を市長へ届け出なければならない。 

（１）  廃止し、又は休止しようとする年月日 

（２）  廃止し、又は休止しようとする理由 

（３）  現に生活維持型サービスを受けている者に対する措置 

（４）  休止しようとする場合にあっては、休止の予定期間 

 ２ 事業者は、前項の規定による事業の廃止又は休止の届出をした



ときは、当該届出の日の１月以内前に当該生活維持型サービスを

受けていた者であって、当該事業の廃止又は休止の日以後におい

ても引き続き当該生活維持型サービスに相当するサービスの提供

を希望する者に対し、必要なサービスが継続的に提供されるよう、

介護予防マネジメントを行う地域包括支援センター、他の通所型

サービス事業者その他の関係者との連絡調整その他の便宜の提供

を行わなければならない。 

（その他） 

第２８条 この要綱に定めるもののほか、生活維持型サービスの基準

に係る必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年１月１日から施行する。 

 

 


